
様式 １　公表されるべき事項

日本年金機構（法人番号4011305001653）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和2年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和2年度における改定内容

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間企業の役員の報酬及び機構の業務実績
等を考慮して定めることとしている。
また、年金記録問題に一定の目途がつくまでの間、役員報酬を減額する措置を実施している。

（参考）日本年金機構法第21条第2項及び第3項
2 機構は、役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを厚生労働大臣に届け出なければならない。
これを変更したときも、同様とする。
3 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与、民間事業の役員の報酬等、機構の業務の実績、
第34条第2項第4号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければならない。

令和2年6月の勤勉手当については、その時点で直近の業績評価の結果（平成30年度）を踏まえ決定し
た割合を乗じた額を支給した。
また、令和2年12月の勤勉手当については、その時点で直近の業績評価の結果（令和元年度）を踏まえ

決定した割合を乗じた額を支給した。

なお、当法人においては、平成22年1月の設立時より勤勉手当は、厚生労働大臣が行う業績評価の結果、
さらに個々の成績に応じて理事長が定める割合を乗じて得た額を支給している。

（参考）日本年金機構役員報酬規程第12条第2項
勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、第4項に規定する役員の在職期間による割合を乗じて得た額に、
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じて得た額とする。

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手
当としている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（949,000円）と地域調整手当、その他支
給基準を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調
整手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の70、12月に支給する場合においては
100分の65を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗
じた額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調
整手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、
さらに厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。
なお、令和2年度では、国家公務員指定職の改定に準拠して、期末手当の支給月数の引下げ（年間

0.05ヶ月分）を実施した。



理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当
としている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（715,000円～867,000円）と地域調整手当、
その他支給基準を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域
調整手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の70、12月に支給する場合においては
100分の65を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ
た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域
調整手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、
さらに厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。

なお、令和2年度では、国家公務員指定職の改定に準拠して、期末手当の支給月数の引下げ（年間
0.05ヶ月分）を実施した。

非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当及び通勤手当としている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当は勤務1日につき34,200円（月の勤務が10日を超
える場合は342,000円を上限）としており、通勤手当は機構の業務に従事した日数に応じて支給している。

なお、令和2年度では改定なし。

役員の報酬は、本俸、地域調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、期末手当及び勤勉手当とし
ている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、月額については本俸（663,000円）と地域調整手当、その他支給基
準を満たした諸手当を併せて支給している。

期末手当については、期末手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に6月に支給する場合においては100分の70、12月に支給する場合においては100分の
65を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じた額としてい
る。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本俸＋地域調整手当＋本俸×100分の25＋本俸及び地域調整
手当×100分の20）に基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在籍期間に応じた割合を乗じ、さらに
厚生労働大臣が行う業績評価の結果を踏まえて理事長が決定する割合を乗じた額としている。

なお、令和2年度では、国家公務員指定職の改定に準拠して、期末手当の支給月数の引下げ（年間
0.05ヶ月分）を実施した。

非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当及び通勤手当としている。

日本年金機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当は勤務1日につき34,200円（月の勤務が10日を超え
る場合は342,000円を上限）としており、通勤手当は機構の業務に従事した日数に応じて支給している。

なお、令和2年度では改定なし。



２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,878 11,388 5,212 2,278 （　地域　）

千円 千円 千円 千円

16,267 9,648 4,399
1,930

223
67

（　地域　）
（　住居　）
（　通勤　）

＊

千円 千円 千円 千円

15,859 9,216 4,569
1,843

231
（　地域　）
（　通勤　）

千円 千円 千円 千円

15,472 9,216 4,218
1,843

195
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

15,523 9,216 4,218
1,843

246
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

15,628 9,216 4,569 1,843 （　地域　） ※

千円 千円 千円 千円

15,730 9,216 4,569
1,843

102
（　地域　）
（　通勤　）

◇

千円 千円 千円 千円

14,091 8,580 3,643
1,716

152
（　地域　）
（　通勤　）

※

千円 千円 千円 千円

15,447 9,216 4,218
1,843

170
（　地域　）
（　通勤　）

◇

千円 千円 千円 千円

386 376 0 10 （　通勤　）

千円 千円 千円 千円

410 410 0 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

415 410 0 5 （　通勤　）

千円 千円 千円 千円

386 376 0 10 （　通勤　）

千円 千円 千円 千円

14,449 7,956 3,642

1,591
521
648
91

（　地域　）
（　住居　）
（単身赴任）
（特例住居）

※

千円 千円 千円 千円

2,257 2,257 0 0 （　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

K理事
（非常勤）

L理事
（非常勤）

A監事

B監事
（非常勤）

E理事

F理事

G理事

H理事

I理事
（非常勤）

J理事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の

役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録
問題に一定の目途が付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の

役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録
問題に一定の目途が付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の
役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定めることとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の

役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定めることとしている。

ただし、当法人については、年金記録問題の現下の状況を踏まえ、年金記録
問題に一定の目途が付くまでの間は、役員報酬を減額することとしている。

当法人の役員報酬の支給基準は、国家公務員の指定職の給与、民間事業の
役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定めることとしている。

当該法人の理事長をはじめとした役員の報酬の支給基準は、国家公務員の
指定職の給与、民間事業の役員の報酬及び機構の業務実績等を考慮して定
められている。
また、年金記録問題に一定の目途がつくまでの間、役員報酬を減額する措置が
実施されている。



４　役員の退職手当の支給状況（令和2年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

2,121 2 0 R1.12.31 1.1 ※

千円 年 月

2,221 2 0 R1.12.31 1.1 ＊

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事N
日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.1とされた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

法人での在職期間

法人の長

理事M

理事N

理事A
（非常勤）

監事A

判断理由

法人の長 該当なし

監事A
（非常勤）

理事M
日本年金機構の非常勤理事から構成する業績評価委員会における審議の結果、業績勘案率は1.1とされた。
業績勘案率は、当理事の在任期間中における機構の評価結果から算出されている。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事A
（非常勤）

該当なし

監事A 該当なし

監事A
（非常勤）

該当なし

当法人が導入している業績給の仕組み（勤勉手当に差を設ける）については、今後
も継続する予定。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和2年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人の職員給与の支給基準は、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢等を考慮し

て定めることとしている。

（参考）日本年金機構法第22条第2項及び第3項
2 機構は、職員の給与及び退職手当の支給の基準を定め、これを厚生労働大臣に届け出なければな

らない。これを変更したときも、同様とする。
3 前項の給与及び退職手当の支給の基準は、機構の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢

に適合したものとなるように定められなければならない。

当法人においては、能力・実績本位の人材登用の観点から人事評価の結果を昇給・昇格に的確に
反映し、年功による昇格は排している。評価が悪い場合は、昇給しない、降給又は降格する仕組みを
導入している。

また、管理職へ昇格させる者は、管理職登用試験を受け候補者名簿に登載された者の中から登用
している。

成果を上げた職員を適正に処遇し、職員のモチベーションを向上させるため、賞与に占める期末手
当（固定分）の支給割合を縮小し、人事評価が反映される勤勉手当（査定分）の支給割合を拡大して
いる。

職員の給与は、日本年金機構給与規程に則り、基本給及び諸手当（職責手当、地域調整手当、
単身赴任手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日出勤手当及び深夜勤務
手当）、日本年金機構職員賞与規程に則り、期末手当、勤勉手当及び業績手当としている。

期末手当については、期末手当基礎額（基本給＋扶養手当＋地域調整手当＋役職等段階別加
算額＋管理職加算額）にその期ごとに定める割合を乗じ、さらに賞与対象期間におけるその者の在
籍期間に応じた割合を乗じた額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給＋地域調整手当＋役職等段階別加算額＋管理
職加算額）にその期ごとに定める割合を乗じ、さらに賞与対象期間におけるその者の在籍期間に応
じた割合を乗じた額としている。

業績手当は、勤勉手当の予算の一部を利用し、事業実績の結果が高い拠点に勤務する職員に
各期5千円程度を支給している。

なお、令和2年度における改正は次のとおり。

・人事院勧告による見直し（賞与の支給月数の引下げ（年間0.05ヶ月分））

・業績手当を年1回1万円から、年2回5千円に見直し



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

9,017 43.6 6,520 4,832 145 1,688
人 歳 千円 千円 千円 千円

9,017 43.6 6,520 4,832 145 1,688

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

424 62.8 4,454 3,416 139 1,038
人 歳 千円 千円 千円 千円

424 62.8 4,454 3,416 139 1,038

人 歳 千円 千円 千円 千円

5,904 52.2 3,106 2,435 117 671
人 歳 千円 千円 千円 千円

5,904 52.2 3,106 2,435 117 671

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：令和2年度を通じて在職し、かつ、令和3年4月1日に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の

　状況である。

区分 人員 平均年齢
令和２年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

非常勤職員

事務・技術

常勤職員

事務・技術

在外職員

任期付職員

再任用職員

事務・技術



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

186 53.4 10,399

621 30.1 4,467

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

45.3 43.9 44.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 54.7 56.1 55.4

％ ％ ％

         最高～最低 　　60.8～39.0　　 　　62.0～40.2　　 　　61.5～39.6　　

％ ％ ％

53.8 52.8 53.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.2 47.2 46.7

％ ％ ％

         最高～最低 　　57.9～35.2　　 　　55.8～34.9　　 　　56.9～35.5　　

千円

　代表的職位
　 ・本部グループ長
　 ・本部一般職群（S1・S2）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護
師）／教育職員（高等専門学校教員））〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同
じ。〕

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

13,158～8,233

5,656～3,075

賞与（令和2年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　       　93.8

・年齢・地域勘案　　　　　　 95.4

・年齢・学歴勘案　　　　　　 93.9

・年齢・地域・学歴勘案　　  95.6

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

国家公務員より低い水準である。

　給与水準の妥当性の
　検証

 【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　100％】
（国からの財政支出額323,030百万円、支出予算の総額323,030百万円：令和２年
度予算）
【累積欠損額0円（令和元年度決算）】
【管理職の割合31％（常勤職員数9,017名中2,751名）】
【大卒以上の高学歴者の割合64％（常勤職員数9,017名中5,779名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合34％】
（支出総額299,642百万円、給与等支給総額103,284百万円：令和元年度決算）

（法人の検証結果）
　令和2年度における数値は、国家公務員よりも低い水準である。
　当法人は、国から委任・委託を受けて業務を行っているため、支出予算の総額に
占める国からの財政支出の割合は100％となっている。
　大卒以上の高学歴者の割合は64％となっているが、国と比較し、学歴勘案の指
数は100を下回っている状態である。
　また、令和元年度決算における支出総額に占める給与・報酬等支出総額の割合
は、34％となっているが、給与水準が国と比べて低いことから、直ちに国の財政支
出を増加させることにつながるものではないと考えられる。

（主務大臣の検証結果）
　国家公務員より低い水準となっている。

講ずる措置
　引き続き、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢を踏まえ、必要に応
じ、効率化を図っていく。

〇比較対象職員の状況
・事務・技術
　2①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の9,017人
　9,017人の平均年齢43.6歳、平均年間給与額6,520千円

(扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大卒初任給）

月額 182,200円 年間給与 2,986,000円
○ 35歳（本部一般職）

月額 301,680円 年間給与 4,945,000円
○ 50歳（本部管理職）

月額 510,480円 年間給与 8,243,000円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円（G1級以上は3,500円）、子1人に
つき10,000円）を支給

年功序列を排した能力・実績本位の人材登用や給与体系の確立、人事評価に基づく賞与及
び昇給の査定幅の拡大など、成果を上げた職員を適正に処遇するため、今後も引き続き行っ
ていく予定である。



Ⅲ　総人件費について

令和２年度 令和元年度

千円 千円 千円 ％

(A)
千円 千円 千円 ％

(Ｂ)
千円 千円 千円 ％

(Ｃ)
千円 千円 千円 ％

(D)
千円 千円 千円 ％

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

区　　分 比較増減△減

給与、報酬等支給総額
109,166,911 103,284,077 5,882,834 5.7

退職手当支給額
6,436,626 5,559,970 876,655 15.8

福利厚生費
17,781,270 17,047,153 734,118 4.3

非常勤役職員等給与
2,031,213 1,563,773 467,441 29.9

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費
135,416,020 127,454,973 7,961,048 6.2

退職手当について、令和元年度末に定年退職した正規職員数が平成30年度末と比較して増加している。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」(平成29年11月17日 閣議決定)に基づき、平成30年2月に
役員退職手当規程を改正した。役員に関して退職者一律で平成30年1月1日から調整率83.7/100を適用して
いる。

当機構については、政府の社会保険庁改革の一環として、閣議決定された「日本年金機構の当面の業務
運営に関する基本方針」において、当面の業務に必要な人員がすでに決定されていることから、総人件費改
革の削減対象法人とはされていない。

特になし


